
独立行政法人国民生活センター法等の一部を改正する法律（平成２９年法律第４３号）

・消費生活相談件
数が高水準で推移

・同種の消費者被害
が多発

・財産の散逸・隠匿
を図る悪質事案も

【附則第４条】政府は、特定適格消費者団体による被害回復関係業務の適正
な遂行に必要な資金の確保、情報の提供その他の特定適格消費者団体に対
する支援の在り方について、速やかに検討を加え、その結果に基づいて必要
な措置を講ずるものとする。

消費者裁判手続特例法制定（平成２５年）
特定適格消費者団体による被害回復の制度を創設。

○財産の散逸・隠匿を図る悪質

事案においても確実に被害回
復を図る必要がある。

○悪質事案は突発的に発生し、

多額の金員が必要になるので、
備えが困難。

○制度の実効性を高めるために
は支援が必要。

消費者契約法改正（平成１８年）
適格消費者団体による差止請求の制度を創設。

（１） 独立行政法人国民生活センター法改正
（独）国民生活センターが立担保できるよう

にする。
財産の散逸・隠匿のおそれがある悪質事業者
からも被害回復が可能になる。

（２） 消費者契約法改正
適格消費者団体の認定の有効

期間を３年から６年に延長する。

更新の事務負担を軽減し、差止請求
等に注力することが可能になる。

【改正事項】

（業務の追加、長期借入金の規定の新設等）

（３） 消費者裁判手続特例法改正
(1)に伴い特定適格消費者団体と

（独）国民生活センターその他の関係
者との連携の規定を設ける等の所要
の整備をする。

財産

（財産の散逸・
隠匿のおそれ
がある場合）

事業者

消費者被害

裁判所

①仮差押命令
の申立て

⑤仮差押命令

（独）国民生活
センター

②立担保要請

④立担保
金融機関

③資金調達

内閣
総理
大臣

適格消費者団体

特定適格消費者団体

差止請求

被害回復

認
定

（適格消費者団体の中から認定）

※平成２９年１０月１日から施行

【期待できる効果】
・過去の悪質な消費者被

害事案では、被害者のう
ち訴えを提起する者は
数％程度（そのうち勝訴
して被害回復される者は、
さらに少数）

・悪質事案においても迅速
かつ実効的に被害回復


